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 大阪府内総生産の全国シェアは、増えているの？減っているの？  

増減しているのは、何が原因なの？ 

 

   2019 年度の大阪の名目府内総生産は 41 兆 1,884 億円で、国内総生産の

7.4％を占めています（2－2 参照）。府内総生産額では、東京都の 115 兆

6,824 億円に次いで、大阪府は全国で２番目に多い都道府県です。 

大阪府の府内総生産の全国シェアの推移をみると、戦後から高度経済成長

期の 1970 年度まで、右肩上がりで増加しました。全国シェアの約 10％を占

めたことから「１割経済」と呼ばれましたが、その後、1990 年度頃のバブル

経済期を除いて低下傾向が続きました。 

大阪府の全国シェアが低下してきた要因としては、繊維、一般機械、家電

といったリーディング産業の牽引力が低下する一方で、情報通信業などのサ

ービス産業の成長がそれを補うのに十分ではなかったことなどが挙げられま

す。 

全国シェアは、2010 年代半ばから下げ止まりの兆しがみられます。 

 

  

 

 

 

【多い順】（十億円）

1 東京都 107,042

2 愛知県 40,937

3 大阪府 40,196

4 神奈川県 35,717

5 埼玉県 23,254

6 兵庫県 21,178

7 千葉県 21,075

8 福岡県 19,808

9 北海道 19,653

10 静岡県 17,462

県内総生産ランキング

(2018年度）
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第２章 大阪の経済 

大阪の府内総生産は、東京都に次ぐ２番目に大きい規模で、フィリピンと同程度の

経済規模になっています。 

第２章では、大阪経済の概要を把握するために、府内総生産や府民所得等について

取り上げます。  

 

  

内閣府「国民経済計算」、大阪府「大阪府民経済計算」 

教えて！Q＆A 

内閣府「県民経済計算」  
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２－１ 国・大阪府・堺市の経済成長率の推移 

 

 

 

 

 

（単位：％）
2012

年度
13 14 15 16 17 18 19

-1.3 1.3 -0.3 2.4 0.2 3.1 -0.2 -1.5

堺市（同上） 3.8 1.0 7.2 -2.7 -4.0 9.5 -4.0 -0.4

0.6 2.7 -0.4 1.7 0.8 1.8 0.2 -0.7

-1.8 1.1 2.1 3.3 0.4 3.3 0.3 -0.8

堺市（同上） 3.2 -0.3 10.1 2.5 -3.2 10.1 -4.2 0.1

-0.1 2.7 2.1 3.3 0.8 2.0 0.1 0.2
（内閣府「2020年度国民経済計算年次推計」、大阪府「令和元年度府民経済計算」、堺市「令和元年度堺市民経済計算」）

（注）１．2008SNA、2015年基準。

　　　２．SNAとは、System of National Accountsの略称であり、「国民経済計算」または「国民経済計算体系」と訳
　　　　　されている。2008SNAとは、2008年に国連が加盟各国にその導入を勧告した国民経済計算の体系の名称で
　　　　　ある。

大阪府（生産）

全国（支出）

大阪府（生産：連鎖）

全国（支出：連鎖）

実質

名目

経済成長率

経済の成長度合いを示すもので、国内（府内）総生産の対前年度増加率で表す。物価変動の影響を除

去した実質値と物価変動の影響を除去する前の時価である名目値があるが、一般に、成長率分析の場合

は実質値の成長率を用いる。
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大
阪
の
経
済 

・ 大阪府の実質経済成長率は 2 年連続の減少で、2019 年度は 1.5％減となりました。 

・ 大阪府の 2019 年度の名目経済成長率は、0.8％減で全国の 0.2％増を下回りました。 

特徴 
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２－２ 主要都府県内総生産の推移 

 

 

 

 

  

大
阪
の
経
済 

・ 大阪経済の全国におけるシェアは 2019 年度に 7.4％で愛知県と同程度のシェアです。 

・ 大阪経済の全国シェアは、2013 年度以降横ばいで推移しています。 

特徴 
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２－３ 支出別主要都府県内総生産【2019 年度】 

 

 

 

 

 

  

（単位：十億円）

大阪府 東京都 神奈川県 愛知県 堺市 全　国

民間最終消費支出 21,589 43,710 24,331 19,181 1,844 303,610

（地方）政府最終消費支出 5,783 7,718 4,910 4,220 437 111,837

総資本形成 9,753 22,874 8,308 10,469 631 143,798

財貨・サービスの輸移出入

（純）・統計上の不突合
4,064 41,380 -2,344 7,040 388 -1,938

合　計 41,188 115,682 35,205 40,911 3,300 557,307

（内閣府「2020年度国民経済計算年次推計」、各都府県「令和元年度都府県民経済計算」、堺市「令和元年度堺市
民経済計算」）

（注）名目値。
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大
阪
の
経
済 

・ 大阪府内総生産を支出別にみると、民間最終消費支出が 52.4％を占めています。 

・ 大阪府は、東京都より財貨・サービスの移出入（純）の割合が小さいことが特徴です。 

 

特徴 
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２－４ 大阪府・堺市内総生産の国際比較【2019 年】 

 

 

 

 

 

 

 

（注） １．

２．

国際連合｢National Accounts Main Aggregates Database｣(2022年7月ダウ
ンロード）より作成。201９暦年。

大阪府、東京都、愛知県、近畿は、内閣府「令和元年度府県民経済計算」による年度値。

近畿は、滋賀県、京都府、大阪府、兵庫県、奈良県、和歌山県の２府４県。
年度為替レートは、1米ドル＝108.68円にて換算（日本銀行「主要時系列統計データ表」よ
り。東京インターバンク相場の中心相場、月中平均の単純平均）。
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大
阪
の
経
済 

・ 大阪府内総生産はフィリピン、近畿の域内総生産はサウジアラビアに相当する規模です。 

・ 堺市内総生産はエストニアに相当する規模です。 

特徴 
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２－５ 産業大分類別府内総生産の推移 

 

 

 

 

  

（単位：億円）
2011

年度
2012 2013 2014 2015 2016 2017 2018 2019

194 201 182 173 197 211 216 203 185

18 18 22 25 26 23 24 24 24

61,493 59,383 59,163 61,800 64,207 63,018 67,352 67,212 63,756

10,442 10,292 11,114 11,453 13,209 13,081 13,597 13,391 13,536

15,310 14,376 14,973 15,462 16,238 17,425 18,582 18,458 19,163

64,536 64,445 65,897 64,826 64,796 63,411 65,939 66,023 64,759

21,169 21,601 22,536 22,329 23,062 23,536 24,279 24,969 24,446

9,714 8,842 9,100 9,523 9,467 10,269 10,596 10,739 9,944

21,478 21,190 21,246 21,131 21,845 22,147 21,923 22,338 21,626

17,205 16,690 17,208 16,961 17,023 16,166 16,476 16,538 16,559

49,557 47,992 46,664 47,157 49,139 50,566 51,607 49,852 51,487

33,447 32,098 32,719 33,955 36,664 38,093 38,573 40,003 39,799

13,662 13,454 12,530 13,091 13,127 12,913 13,173 13,205 13,333

13,014 12,808 12,656 13,144 13,187 13,162 13,579 13,625 13,592

29,338 30,707 31,787 32,236 34,713 35,727 35,829 36,388 37,864

16,634 16,026 15,600 15,861 16,108 15,749 16,199 16,296 15,847

6,805 7,006 8,042 11,585 11,070 9,849 10,990 11,113 11,294

2,457 2,297 2,487 3,706 4,482 4,212 4,615 4,979 5,331

381,560 374,831 378,951 387,009 399,594 401,134 414,318 415,397 411,884

（大阪府統計課「大阪府民経済計算（令和元年度確報）」）

（注）１.　2008SNA及び2015年基準。

　　　２.　四捨五入等のため、合計が一致しない場合がある。
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大
阪
の
経
済 

・ 産業別府内総生産構成比では、「保健衛生・社会事業」が増加傾向にあります。  

・ 「製造業」「卸売・小売業」は、増減を繰り返しています。  

特徴 
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２－６ １人当たりの府県民所得・府県民雇用者報酬【2019 年度】 

 

 

 

 

 

大
阪
の
経
済 

・ 大阪府の 2019 年度の１人当たり府民所得は 306 万円で全国 16 位です。  

・ １人当たり府民雇用者報酬は 488 万円で全国９位です。 

特徴 
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